




田  中  照  純 




























第 41巻 第 6号      『立命館経営学』    2003年 3月 






























                                                          
 1) 単に「企業倫理」や「経営倫理」だけで学問名称にしたり，また「ビジネス倫理学」というように，
外国語と日本語とが混在した名称も使用されたりする。 











































                                                          
 3) 梅津光弘「アメリカにおける企業倫理論」（鈴木辰治・角野信夫編著『企業倫理の経営学』ミネルヴァ
書房，2000 年，第１章）。なお，同様にこの名称を支持する論者は水村典弘氏である（「利害関係者研究
の歴史的形成過程―戦略経営論から企業倫理論への展開―」商学研究論集 第 17号，2002）。 
































                                                          
 4) Velasquez, M. G.,  Business Ethics,  3rd. ed., Prentice-Hall, 1992,  P. 20. 


































                                                          
 6) De George, R. T.,  Business Ethics,  5th. ed., Prentice Hall, 1999,  P. 24. 
 7) Ibid., P. 24. 
 8) Velasquez, M. G.,  op. cit.,  P. 20. 





































                                                          




































                                                          
10) 宇都宮芳明，熊野純彦編，前掲書，16頁。 










































































































                                                          
12) 宮坂純一，前掲書，57頁。 
企業倫理学の基本問題（田中） 207 




































スのうち，第 1 と第 3 の過程に力を傾注しすぎ，第 2 の因果関係を解明する段階が軽視され
たことを意味する。こうした企業倫理研究の現状にとって，もし本稿がささやかな警鐘にでも
なり得るならば，筆者としてこれに勝る喜びはない。 
（了）  
